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決算審査意見の提出について

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された

平成３０年度西いぶり広域連合一般会計歳入歳出決算を審査し

たので、次のとおりその結果と意見を提出します。
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（注）

１．文中に用いた金額は、原則として、各計数ごとに万円単位（万円未満は切捨て）

で表示し、本文の各表中の金額は、原則として、円単位で表示している。

なお、比率（％）については、原則として、小数点以下第２位を四捨五入している。

２．各表中で使用した符号の用法は、次のとおりである。

(１) 「０．０」・・・該当数値はあるが、０．０５％未満のもの

(２) 「 － 」・・・該当数値がないもの、算出不能なもの、皆増及び皆減のもの

(３) 「 △ 」・・・負数

※ 本審査を行うに当たり決算審査資料を作成したので、参考に資するため添付した。
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平成３０年度西いぶり広域連合一般会計決算審査意見

第１．審査の対象

平成３０年度 西いぶり広域連合一般会計歳入歳出決算

第２．審査の期間

令和元年７月２９日から令和元年８月２６日まで

第３．審査の方法

一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関

する調書及び関係帳簿等に基づき、計数の正確性、収支の適法性を確認し、予算

がその目的に従って適正に執行されているかについて審査した。

また、内容審査に当たっては、提出された関係資料をもとに必要に応じて関係

職員から説明を聴取し、審査の参考に資したほか、財産に関する調書については

公有財産台帳等と照合確認を行った。

次に、現金・預金の残高の確認、証書類の検証については、地方自治法第

１９９条及び第２３５条の２の規定に基づき、別に定期監査及び例月現金出納検

査において実施したので、その結果を踏まえて審査した。

第４．審査の結果

一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関

する調書は関係法令に準拠して調製されており、かつ、決算の計数は正確である

とともに、予算の執行についても地方自治法第１９９条の規定に基づき別に実施

した定期監査において適正に処理されていると認められた。

第５．意 見

平成３０年度の実質収支は６２４万円の黒字となっており、翌年度へ繰り越さ

れている。

今後とも、広域行政需要に対応した効率的な行財政運営の推進に向け一層の努

力を望むものである。

以下、決算審査の概要は次のとおりである。
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１．業務実績

各施設の稼動状況及び運用状況は次のとおりである。

２．決算収支

一般会計の決算収支の状況は次のとおりである。

歳入総額は２１億９，９２４万円、歳出総額は２１億９，３００万円で、歳入歳出

差引額は６２４万円となっており、翌年度へ繰り越されている。

単位 30 年 度 29 年 度 増 △ 減

１．ごみ処理施設

 (1) 年間ごみ搬入量 ｔ 49,021.12 51,463.96 △ 2,442.84
 可燃ごみ ｔ 40,567.78 40,687.62 △ 119.84
 不燃・粗大ごみ ｔ 8,453.34 10,776.34 △ 2,323.00

２．最終処分場

 (1) ごみ埋立量 ｔ 4,160.84 5,557.93 △ 1,397.09
 脱塩残渣 ｔ 1,684.62 1,652.81 31.81
 処理不適物等 ｔ 2,476.22 3,905.12 △ 1,428.90

 (2) 覆土量 ｔ 503 814 △ 311

 (3) 残余容量 ㎥ 972.179 976.180 △ 4.001

３．リサイクルプラザ

 (1) 利用者数 人 4,493 5,051 △ 558

 (2) 資源ごみ処理量 ｔ 1,583.92 1,617.78 △ 33.86

 缶類 ｔ 374.47 394.96 △ 20.49

 びん類 ｔ 802.46 833.38 △ 30.92

 ペットボトル ｔ 406.99 389.44 17.55

４．余熱利用施設

 (1) 利用者数 人 39,971 41,968 △ 1,997

 プール 人 23,101 22,648 453

 　うち小学校プール授業 人 4,840 5,531 △ 691

 体育館 人 15,624 17,386 △ 1,762

 多目的室・研修室・健康情報室 人 494 564 △ 70

 キッズパーク（幼児の遊び場） 人 752 1,370 △ 618

５．西いぶりデータセンター

 (1) 業務システム数 － 65 68 △ 3

 住民記録系（住民記録・戸籍ほか） － 11 11 0

 保険福祉系（国保・医療助成ほか） － 20 23 △ 3

 税系（住民税・収納管理ほか） － 11 11 0

 都市建設系（公営住宅・上下水道） － 5 5 0

 内部管理系（人事給与・財務会計） － 12 12 0

 共通系（収納関係ほか） － 4 4 0

 インターネット系 － 2 2 0

施 設 名

円 円 ％ 円 ％ 円 円 円

2,267,054,000 2,199,243,862 97.0 2,193,001,023 96.7 6,242,839 － 6,242,839

予 算 現 額

歳  入  総  額 歳  出  総  額
歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り越

す べ き 財 源
実質収支額

収 入 済 額
予算 現額

に対 す る

比 率
支 出 済 額

予算 現額

に 対 す る

比 率
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３．歳入状況

収入済額は２１億９，９２４万円で、予算現額２２億６，７０５万円に対して

９７．０％の執行率となり、調定額に対しては１００％の収入率となっている。

収入済額を前年度（２３億９，６２５万円）と比較すると１億９，７０１万円、

８．２％の減少となっている。

収入内容は、主として分担金及び負担金１９億８４３万円、使用料及び手数料

１億２，９１２万円となっている。

なお、分担金及び負担金の内容は、室蘭市、登別市、伊達市、豊浦町、壮瞥町、

洞爺湖町の関係市町負担金となっている。

４．歳出状況

支出済額は２１億９，３００万円で、予算現額２２億６，７０５万円に対して

９６．７％の執行率となっている。

支出済額を前年度（２３億９，５３９万円）と比較すると２億２３９万円、

８．４％の減少となっている。

支出内容は、主としてごみ処理費１３億３，７８４万円、情報処理費６億

３，４６２万円となっている。

不用額６，２３２万円は、主として情報処理費の備品購入費及び委託料が予定を

下回ったことによるものである。

繰越明許費は、プレミアム付商品券事業対応経費及び健康管理システム改修で、

１，１７２万円が翌年度へ繰り越されたものである。

この財源は、未収入特定財源として、分担金及び負担金となっている。

円 円 円 ％ ％ ％ 円 円

2,267,054,000 2,199,243,862 2,199,243,862 91.8 97.0 100.0 － 0

予　算　現　額 調　　定　　額

収　　入　　済　　額

不納欠損額 収入未済額
金　　　　　額

29 年 度

に対 す る

比 率

予算 現額

に対 す る

比 率

調 定 額

に対 す る

比 率

翌年度繰越額

繰越明許費

円 円 ％ ％ 円 円

2,267,054,000 2,193,001,023 91.6 96.7 11,728,000 62,324,977

予　算　現　額

支　　出　　済　　額

不用額
金　　　　　額

29 年 度 に

対 す る 比 率

予 算 現 額 に

対 す る 比 率
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５．財産に関する調書

（１）公有財産

ア．土 地

３０年度末現在の面積は５５，７５７．８７㎡で、前年度末と同じ面積とな

っている。

イ．建 物

３０年度末現在の面積は１９，６６４．３０㎡で、前年度末と同じ面積とな

っている。

（２）物 品

３０年度末現在高は５４台で、前年度末と比較すると１台の増加となっている。

これは、事務用機械類において、仮想基盤用機器一式を取得したことにより増

加したものである。



決 算 審 査 資 料
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別表１ 歳　　　 入　　　 款 　　　別

区　分　

 款　別

１．分 担 金 及 び 負 担 金
２．使 用 料 及 び 手 数 料
３．国 庫 支 出 金
４．財 産 収 入
５．繰 越 金
６．諸 収 入
７．道 支 出 金

30,639,000 28,413,000

0 601,000

45,387,000 43,445,866

85,355,000

予  算  現  額 調      定      額

円 円

1,967,796,000 1,908,433,848
137,876,000 129,124,309

1,000 859,933
88,365,906

合　　　計 2,267,054,000 2,199,243,862

別表２ 歳　　　 出　　　 款　　　 別

　　 区　分　

　款　別
29 年 度 に

対する比率

％

１．議 会 費 87.1
２．総 務 費 101.1
３．情 報 処 理 費 104.8
４．ご み 処 理 費 98.0
５．土 木 費 103.2
６．災 害 復 旧 費 －
７．公 債 費 28.4
８．職 員 費 103.1
９．予 備 費 －

91.6

金　　額

円 円

予 算 現 額
             支　出　済　額

2,745,000 2,206,115
2,230,000 2,048,261

680,435,000 634,620,939
1,359,185,000 1,337,849,538

46,434,000 46,125,779
1,000,000 0

82,560,000 82,518,669
90,465,000 87,631,722
2,000,000 0

合　　　計 2,267,054,000 2,193,001,023

別表３

区分

予 算 現 額 調　定　額 構 成 29 年 度 に

市町別 比 率 対する比率

円 円 円 ％ ％ 円 円

室 蘭 市 1,148,133,000 1,115,105,760 1,115,105,760 58.4 88.9 － 0

登 別 市 182,825,000 172,723,299 172,723,299 9.1 96.4 － 0

伊 達 市 435,842,000 420,583,727 420,583,727 22.0 87.6 － 0

豊 浦 町 41,954,000 42,285,273 42,285,273 2.2 87.8 － 0

壮 瞥 町 57,678,000 61,317,492 61,317,492 3.2 92.1 － 0

洞 爺 湖 町 101,364,000 96,418,297 96,418,297 5.1 81.3 － 0

合　　計 1,967,796,000 1,908,433,848 1,908,433,848 100.0 88.9 － 0

関 係 市 町 負 担 金 収 入 状 況 表

収　　入　　済　　額

不納欠損額 収入未済額
金　　　額
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　　　 一 　　　覧　　　 表

29 年 度 に

対 する 比率

予 算 現 額 に

対 す る 比 率

調 定 額 に

対する 比率

％ ％ ％ 円 円

88.9 97.0 100.0 － 0
94.0 93.7 100.0 － 0

－ 92.7 100.0 － 0
85.1 95.7 100.0 － 0
89.3 85,993.3 100.0 － 0

146.9 103.5 100.0 － 0
－ － 100.0 － 0

91.8 97.0 100.0 － 0

28,413,000

601,000

43,445,866

収　　入　　済　　額
不納欠損額 収入未済額

金　　額

円

1,908,433,848
129,124,309

859,933
88,365,906

2,199,243,862

　　　 一　　　 覧 　　　表

予算現額に

対する比率

継 続 費

逓 次 繰 越
繰越明許費 事 故 繰 越 計

％ 円 円 円 円 円

80.4 － － － － 538,885
91.9 － － － － 181,739
93.3 － 11,728,000 － 11,728,000 34,086,061
98.4 － － － － 21,335,462
99.3 － － － － 308,221

－ － － － － 1,000,000
99.9 － － － － 41,331
96.9 － － － － 2,833,278

－ － － － － 2,000,000
96.7 － 11,728,000 － 11,728,000 62,324,977

翌　年　度　繰　越　額
不 用 額

別表４

金　　　額 金　　　額

円 円

1. 報 酬 6,726,385 15. 工 事 請 負 費 6,098,760
2. 給 料 26,355,000 16. 原 材 料 費 216,000
3. 職 員 手 当 等 23,442,575 17. 公 有 財 産 購 入 費 －
4. 共 済 費 10,437,631 18. 備 品 購 入 費 196,089,029
5. 災 害 補 償 費 0 19. 負担金補助及び交付金 21,664,273
6. 恩 給 及 び 退 職 年 金 － 20. 扶 助 費 －
7. 賃 金 － 21. 貸 付 金 －
8. 報 償 費 － 22. 補償補填及 び賠 償金 －
9. 旅 費 2,098,370 23. 償還金利子及び割引料 82,518,669

10. 交 際 費 － 24. 投 資 及 び 出 資 金 －
11. 需 用 費 77,999,851 25. 積 立 金 －
12. 役 務 費 15,631,083 26. 寄 附 金 －
13. 委 託 料 1,718,931,255 27. 公 課 費 －
14. 使 用 料 及 び 賃 借 料 4,792,142 28. 繰 出 金 －

2,193,001,023

歳 出 節 別 一 覧 表

　　　　　　  区分
　節別

　　　　　　  区分
　節別

合　　　計
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前 年 度 末 決算年度中 決算年度末

台　　　数 増　△　減 台　　　数

１．事 務 用 機 械 類 31 1 32

２．体 育 用 具 等 6 － 6

３．リ サ イ ク ル プ ラ ザ 用 12 － 12

４．車 両 類 2 － 2

５．特殊業務用機 械器 具類 2 － 2

53 1 54

（２）物品

区　　　　分

合　　　　計

別表５

（１）公有財産

前年度末 決算年度中 決算年度末

面　　積 増 △ 減 面　　積

１．庁 舎 及 び こ れ に 類 す る 施 設 24,110.45 － 24,110.45

２．そ の 他 の 施 設 4,059.00 － 4,059.00

28,169.45 － 28,169.45

１．公 園 施 設 20,251.13 － 20,251.13

２．そ の 他 の 施 設 2,010.00 － 2,010.00

22,261.13 － 22,261.13

１．そ の 他 5,327.29 － 5,327.29

55,757.87 － 55,757.87

前年度末 決算年度中 決算年度末

面　　積 増 △ 減 面　　積

１． 庁舎 及 び こ れ に 類 す る施 設 (非 木 造 ) 2,014.00 － 2,014.00

２． そ の 他 の 施 設 （ 木 造 ） 168.93 － 168.93

３． そ の 他 の 施 設 （ 非 木 造 ） 12,615.37 － 12,615.37

14,798.30 － 14,798.30

１． 公 園 施 設 （ 非 木 造 ） 3,722.00 － 3,722.00

２． そ の 他 の 施 設 （ 非 木 造 ） 1,144.00 － 1,144.00

4,866.00 － 4,866.00

19,664.30 － 19,664.30

財 産 に 関 す る 調 書 内 訳 表

（単位：㎡）

小　　　　　　計

小　　　　　　計

普 通 財 産

合 計

（単位：㎡）

小　　　　　計

小　　　　　計

合 計

　　ア．土地

区 分

行政 公 用 財 産

財産
公 共 用
財 産

　　イ．建物

区 分

公 用 財 産

公 共 用
財 産

行政

財産


